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第2期中期計画期間における主な研究成果

透水性の異なる岩盤領域を，岩盤の割れ目頻度や地山強度比（幌延：堆積岩）から区分して，モデル化すること
が可能となった。

A1)地質環境の初期状態の理解：地質・地質構造
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第2期中期計画期間における主な研究成果

岩石の強度・応力状態の違いによる透水不均質性が顕著であり，特定の高透水性領域（断層運動に伴って引
張割れ目が発達しやすい領域）で顕著な地下水圧の低下が認められる一方，それ以外の岩盤部の掘削中は顕
著な地下水圧の低下は生じていないことを確認した。

A2)地質環境の短期変動・回復挙動の理解：岩盤中の水理
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第2期中期計画期間における主な研究成果

塩水系地下水が分布している場合，水質の空間分布を電気・電磁探査に基づいて推定できる可能性があるた
め，ボーリング孔での採水調査結果と合わせた水質分布に関する検討が有効である。

地上における電気探査とボーリング孔での比抵抗検層（上）および
採水調査により得られた地下水の塩分濃度分布（下）

A1)地質環境の初期状態の理解：地下水の地球化学特性
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第2期中期計画期間における主な研究成果

弾性波トモグラフィ調査により同定される弾性波速度が有意に低下した領域の幅は，2年間程度のモニタリング
において，わずかな変動が認められるが，掘削直後の幅より大きくなることはなかった。

深度250mの調査坑道での弾性波トモグラフィ調査結果

A2)地質環境の短期変動・回復挙動の理解：岩盤力学



平成26年度の主な調査計画

平成26年度の主な調査計画

地質構造 ・地質構造モデルの検証・更新
・地表での地質観察および採取した岩石の顕微鏡観察や分析などを継続

岩盤水理 ・水理地質構造モデルの検証・更新
・既存のボーリング孔における地下水の圧力や水質の観測を継続
・地上からのモニタリング技術の適用性確認、坑道の掘削に伴う掘削影響領域の評価に必要なデータ取得を継続

地球化学 ・地球化学モデルの検証・更新
・坑道壁面やボーリング孔から採取した地下水・岩石を対象にした地球化学特性に関するデータ取得を継続
・坑道掘削に伴う地下水水質の変化に関する評価を継続

岩盤力学 ・岩盤力学モデルの詳細化を継続
・初期地圧測定、坑道掘削時に生じる周辺岩盤の変形や応力の変化の予測解析手法の適用性確認を継続

調査技術・
機器開発

・350m坑道試験坑道2～4の掘削前後の地質環境の変化に関するデータの取得を継続
・各調査坑道でのモニタリングを継続し、長期的な性能確認を継続
・微生物を調査するための試験装置の開発を行い、各調査坑道でのデータ取得を実施
・地表面と坑道内の高精度傾斜計等を用いて岩盤の微小な変形の観測を継続
・各調査坑道と東立坑の坑道掘削後の長期的な変化を確認するための弾性波トモグラフィ調査を継続

工学技術の
基礎の開発

・地下施設の設計の妥当性の確認・更新
・地下施設の建設におけるリスク評価手法の開発を継続
・湧水対策のための技術開発としてグラウト材料の岩盤中への浸透範囲を評価するための解析手法の検討を実施

地層処分
研究開発

・350m坑道での人工バリア性能確認試験の開始
・オーバーパック腐食試験の開始
・坑道やボーリング孔から得られる岩石や地下水を用いた室内試験を継続
・人工バリアの設置方法の違いによる坑道形状の違いが坑道周辺岩盤に与える影響についての調査を実施
・250m坑道での物質移行試験の評価の継続、350m坑道での物質移行試験の実施
・地層処分実規模設備施設運営等事業への協力
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抽出された必須の課題のうち、「実際の地質環境における
人工バリアの適用性確認」については、人工バリアやその周
辺の地質環境に関する基盤的な計測・評価技術の確立を目
指して、平成26年度に開始した深度350m調査坑道におけ
る人工バリア性能確認試験、オーバーパック腐食試験及び物
質移行試験を着実に進める。

深度500mレベルでの研究内容については、深度350mで
の調査研究の成果や地層処分に関する国の方針などを踏ま
えて検討する。また、研究終了までの工程やその後の埋め戻
しについては、平成31年度末までに決定することとする。
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今後の取組


